




件

種

名

類

工事場所

(工事案件のみ)

第五期電子申請サービス提供業務

特命随意契約理由書

概

工事:士木・建設・設備・設計、測量、地質調査・その他工事

物品、物品(蚕西その他

要

選定理由

都内自治体が共同で運用するインターネットを利用した電子申請

サービスを利用し、区民からの申請のうちの一部を電子申請により実

施する。

1.導入年度平成16年度

本業務は、東京都と都内の区市町村と共同で設立した「東京電子

自治体共同運営協議会」で業者選定および構築したものである。

2.受託業者

株式会社オーイーシーが選定され、株式会社トラストバンクが提

供するシステムを利用する。

3.本システムは、当該システムの特許権、著作権その他の排他的権

利を有する現行システム運用者にしか改造、改良、保守>点検等で

きないものである。
1

以上の理由により、下記事業者を契約の相手方に指定する。

お4

契約の相手方

※契約年月日

※契約金額 9千之,千肋

契約期間

円(消費税を含む)

株式会社オーイーシー東京本社

東京都中央区日本橋堀留町1・9・8 人形町PREX8F

担当課

令和

根拠規程

0 との理由書は、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に定める公表

項目に対応しているので、物品購入や請負委託案件等には該当しない項目が含まれてい

ます。

0 ※印を示した項目については、契約課で記入します。

n年イお 1 日

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

政策経営部デジタル政策課

地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

名
住
称
所



件

種

名

工事場所

(工事案件のみ)

類

概

地域コミュニティ醸成支援業務

要

特命随意契約理由書

士木

物占

千代田区におけるコミュニティ醸成を推進するための取組みを行う。

特に、町会の「持続可☆断生」を高めるさらなる取組みを強化するために、

町会の実態調査を行うと共に、町会未加入者等への意識調査も行う。

また、地域の活動団体の自主的活動の支援をすることで、地域コミュニテ

イ活動の活性化を図っていく。

・建設・設備・設計、測量、地質調査・その他工事

その他

選定理由 1 プロポーザル年度

令和 3年度(令和4年度開始)

(令和4年3月24日付決裁 3千地コ総発第2Ⅱ号)

令和7年3月18日開催の業者選定委員会で令和8年3月31日までの契約が

承認された(6千地コ総発第 495 号)

該当千代田区プロポーザル方式業者選定実施要綱第8条第6号

ホ1*続年数 4年目

ヨ判西良好

業務成磧は良好なため、引き続き令和7年度においても下記事業者を契約の

相手方に指定する。

契約の相手方

800

※契約年月日

※契約金額

契約期間

担当課

根拠規程

0 この理由書は、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に定める公表項目

に対応しているので、物品購入や請負委託案件等には該当しない項目が含まれています。

0 ※印を示した項目については、契約課で記入します。

令和

株式会社エンパブリック

東京都文京区弥生二丁目12番3号

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

▽年4月/

地域振興部コミュニティ総務課

地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

/ g0ヲ・a5'ひ0

日

円(消費税を含む)
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件

種

名

類

工事場所

(工事案件のみ)

保育施設運営費関連業務

特命随意契約理由書

概

工事:士木・建設・設備・設計、測量、地質調査・その他工事

物品、物品(蚕璽)その他

要

選定理由

内部事務の効率化を図り、迅速で正確な事務手続を提供し、もって

保育サービスの向上を図るため、保育施設運営費関連業務を委託す

る。

1.プロポーザノレ年度令和4年度

(令和4年9月5日付4千子子支発0652号令和4年度開始)

2.該当千代田区プロポーザル方式業者選定実施要綱第8条第1号

3.継続年数 4年度

4.評価良好

5.更新【令和6年Ⅱ月13日付6千指業委第9号「指名業者選定

委員会」承認】

業務成績は良好なため、引き続き令和7年度においても下記事業者

を契約の相手方に指定する。

67〒"

契約の相手方

※契約年月日

※契約金額

名称 TOPPAN株式会社

契約期間

住所

情叛コラ.フグーうヲン事業李部
ソーラヤ1レビラ'¥スセニター

東京都文京区水道1-3-3

担当課

令和

根拠規程

0 と.の理由書は、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に定める公表

項目に対応してぃるので、物品購入や請負委託案件等には該当しない項目が含まれてい

ます。

0 ※印を示した項目については、契約課で記入します。

ワ年チ月

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

/、

子ども部子ども支援課

5 る1993,780

地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

1 0

円(消費税を含む)


